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不確実な時代に突入した素材産業への提言

Ⅰ	 タイプ別のビジネスモデルの方向性

1	 素材産業を取り巻く外部環境変化
連載第 1 回（ 2 月号）で述べたように、素

材産業は従来、①国内汎用品・特殊品大口顧
客の存在、②原料の比較的安価かつ安定した
調達、③長期的な材料開発が可能な環境の 3
つの要因によって競争力を維持してきた。し
かし、2000年以降のマクロ環境の変化に伴っ
て、素材企業が有していた強みが活かせなく
なってきている。外部環境が大きく変化する
中で、従来の事業構造のままでは生き残れな
くなる素材企業が今後増加すると危惧される。

2	 汎用材料におけるビジネスモデル
の方向性

連載第 2 回（ 3 月号）で述べたように、汎
用材料市場は中国国内需要の急拡大に合わせ
て急速に成長してきた。しかし近年の中国経

済の減速に伴って、中国国内に極めて大きな
余剰生産能力が存在している。今後、中国内
需の伸びの鈍化に合わせて中国企業は輸出を
拡大することが予想される。このため、グロ
ーバルマーケットにおける需要と供給のバラ
ンスが崩れることから、汎用材料の輸出市場
における価格競争の激化が予想され、競争環
境は将来的に厳しくなると考えられる。

日本の素材企業には今後、価格競争を回避
できるようにビジネスモデルの変革を進めて
いくことが求められている。表 1 に示したよ
うに、汎用材料に関しては① 2 大陣営化モデ
ル、②面密度を高めた供給モデル、③オンサ
イト型モデル、④マイナー出資型モデル、⑤
川上展開モデル、⑥商社型サービスモデルの
6 つのモデルが存在しており、今後、日本の
素材企業が厳しい競争環境を勝ち残るために
は、これらのビジネスモデルを深化させてい
くとともに、既存モデルを複合化し、他社に

表1　汎用材料におけるビジネスモデル

タイプ モデル モデルの概要 モデルの成功要件

エリアドミナント
タイプ

①2大陣営化モデル
● 業界1位か2位のポジションを構築し残存
者利益を獲得する

● 競争優位性の保有
● 再編を主導的な立場で推進

②面密度を高めた
　供給モデル

● 特定商圏におけるシェアを高め作業効率を
上げる

● 地の利を活かして重要顧客を獲得する

● 商圏内でのシェア向上（設備投資・M＆A）
● ICT技術などを活用した業務効率化の推進

顧客との関係構築
タイプ

③オンサイト型モデル
● 顧客の工場のライン内もしくは工場敷地に
隣接して設備を設置し、材料を共有する

● 自社材料供給に固執せず周辺領域へ展開

④マイナー出資型モデル
● 海外の顧客に対してマイナー出資する
● 自社の輸出製品を優先的に利用してもらう

● 材料販売にとどまらず材料加工事業とセッ
トでの事業拡大

サービス提供
タイプ

⑤川上展開モデル（資源
獲得、リサイクル材料）

● 原材料を獲得する
● リサイクル原料の調達と処理を行う技術を
保有することにより生産コストを低下させ
る

● 長期の需要・供給に対する洞察力
● リサイクル材料技術での差別化

⑥商社型サービスモデル
● 川下の顧客への直接的な販路を構築する
● 自社製品と他社製品を併せて販売する

● 汎用材料と特殊材料のセット販売
● ユーザーのノンコア業務の代替
● 既存商流へ悪影響を与えない領域を設定
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件は、「自社の強い材料」と「材料周辺の技
術」を組み合わせて「顧客業務を代替するサ
ービス」を提供することにより、顧客のバリ
ューチェーンに入り、顧客のイノベーション
や業務の効率化に貢献することにある。ソリ
ューション型ビジネスモデルは、材料選定に
おける自社品の選定を促進する①調達業務の
代行、顧客側の手間やコストを省き、材料選
定における自社品の選定を促進、②商品開
発・プロセス開発・生産の一連の業務の代行

（顧客側の手間やコストを自社の価値として
獲得）、③品質保証や規格化業務の代行（デ
ファクトスタンダード化を行い、材料選定に
おける自社の影響力を向上）、④顧客の販売・
アフターサービス業務の代行（アフターサー
ビス向けの商品を提供し、顧客の事業機会を
拡大）、⑤顧客の企画業務の代行（潜在ニー
ズの早期把握で、競合に先んじた開発を推

対する新たな競争優位を構築することが課題
となっている。

3	 高機能材料におけるビジネスモデル
の方向性

連載第 3 回（ 4 月号）において、高機能性
材料においても材料の品質のみの競争では早
晩競争環境が厳しくなることが予想され、従
来の品質面での差別化に加えてソリューショ
ン型のビジネスモデルに切り替えていく必要
性を述べた。米欧の大手化学企業は、材料＋
サービスを通じて収益性向上と顧客囲い込み
を狙う「ソリューション型ビジネスモデル」
へとビジネスモデルを変えている。日本企業
の対応は欧米企業と比べて鈍く、ビジネスモ
デルの差によって競争劣位に追い込まれる懸
念が高まっている。

ソリューション型ビジネスモデルの成功要

図1　高機能材料におけるビジネスモデル
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素材企業にとっても重要な経営課題になって
いるといえよう（図 2 ）。

5	 既存の材料販売事業と
	 新しいモデルとの違い

連載第 1 回から 4 回を通じて、素材企業と
しては、自社より川上・川下に位置するバリ
ューチェーンを取り込んだビジネスモデルの
再構築が必要になっていることを述べてき
た。従来の材料販売事業と今後取り組むべき
ビジネスモデルの違い、ならびに既存組織で
の対応性について検討していく。

汎用材料の 6 つのビジネスモデルのうち、
① 2 大陣営化モデル、②面密度を高めた供給
モデルは、基本、従来の材料販売型ビジネス
モデルの延長線上の戦略であり、従来の事業
戦略・組織にて対応可能である。

一方、③オンサイト型モデル、④マイナー

進）、の 5 つのモデルが存在する（図 1 ）。

4	 IoTを活用した
	 ビジネスモデルの方向性

連載第 4 回（ 5 月号）において、素材産業
に対するデジタル化の影響を検討した。顧客
に近いセットメーカーが主導するIoT化の流
れに乗るだけにとどまった場合、川下メーカ
ーに対する素材企業の交渉力は急速に損なわ
れる危険性があることを述べた。

一方、積極的にIoT化に取り組み、顧客デ
ータを取得し活用することができれば、素材
産業のデータ起点型の事業変革が可能とな
る。具体的には、①素材・材料のセンサー
化、②顧客接点の自社構築、③オペレーショ
ン＆メンテナンス（O&M）提供、④材料デ
ータ有効活用、の 4 つの戦略が取り得る。
IoTを活用したビジネスモデルへの対応は、

図2　IoTを活用した素材・材料産業のビジネスモデル
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を活用し、商品やサービスを提供するのか
（T）、という 2 つの視点で事業を定義してい
る例が多い。

一方、新しいビジネスモデルを用いた事業
は、顧客（C）と技術（T）に加え、どのよ
うな機能や価値を顧客に対して提供するのか

（F）、という視点を新たに付け加えていると
定義できる（図 3 ）。すなわちソリューショ
ン型ビジネスモデルは、従来のC（顧客）×
T（技術）の二次元の領域にさらに、新たな

（F）を加えた三次元で事業を規定すること
によって、競合企業に対して差別化している
といえよう。ここでソリューション型ビジネ
スモデルを運用するためには、顧客の業務/
顧客情報の理解や、周辺または川下企業との
提携などの仕組みが重要となる。

Ⅱ	 ビジネスモデル変革で苦戦する要因

本章では、ソリューション型ビジネスモデ

出資型モデル、⑤川上展開モデル、⑥商社型
サービスモデルは、従来の材料販売型モデル
とは業務プロセスが大きく異なる。顧客の業
務代行や、川上・川下企業への出資に伴う経
営への関与、自社商品以外の取り扱いなど、
材料販売機能に加えて、新たな業務プロセス
の追加が求められることになる。このため、
③〜⑥のビジネスモデルは既存の事業戦略・
組織の延長で対応できないケースが多い。ま
た、同様に高機能材料の 5 つのビジネスモデ
ルは、いずれも既存の材料販売型モデルと異
なる。本稿では、従来の材料販売型モデルと
異なる新しいタイプのモデルを「ソリューシ
ョン型ビジネスモデル」と定義する。

従来の材料販売型モデルとソリューション
型ビジネスモデルの差異は、CTF（C：顧
客、T：技術、F：機能）という分析フレー
ムを用いて整理すると理解しやすい。既存の
材料企業の場合、商品やサービスを誰に提供
するのか（C）、どのような技術やノウハウ

図3　従来の材料販売型モデルとソリューション型モデル事業の差異
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能しない、②研究所においてイノベーション
を育成しようとしても小粒な製品の開発が中
心となり経営が期待する成果が得られない、
③グローバル化に関しては既存の日系企業へ
の供給が中心となっており海外の新規顧客へ
の展開は進んでいない、といった事例が見ら
れる。

この根本的な原因を解決せずに、従来の材
料販売型モデルに適応した事業構造のままで
ソリューション型ビジネスモデル事業を推進
しようとしてもうまく機能しない。ソリュー
ション型ビジネスモデルの導入を推進してい
くためには、採用するビジネスモデルならび
に注力すべき領域をトップダウンで再定義し

ルへのシフトに苦戦している素材企業の要因
について考察していく。以下、事業ドメイン
の設定と実行の 2 つの側面に分けて、日本の
素材企業に共通的に見られる課題とその要因
について述べる。

1	 日本の素材企業に
	 共通的に見られる課題

多くの日本企業は、リーマンショック以
降、①マーケティング、②イノベーション、
③グローバル化をキーワードとしてビジネス
モデルの変革を推進しているが、かならずし
もうまく機能していない。たとえば、①本社
主導でマーケティング組織を作ったものの機

図4　機能強化を図っても機能しない理由と解決の方向性
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験が少ないため、PDCAのサイクルが円滑に
機能せずに苦戦している例が見られる。以
下、この 2 つの壁に分けて苦戦する要因につ
いて考察していく（図 5 ）。

2	 有望な事業ドメインが
	 決められない要因

新たな事業ドメインを選定できない要因と
しては、組織上の課題、過去の勝ちパターン
との齟齬、文化風土的な面からの課題が存在
している。外部環境が大きく変化している現
状においては、事業部主体で考えるのではな
く、全社最適な立場で、経営トップダウンで
事業ドメインを決めていくことが望ましい。
事業ドメインを設定できない要因について、
以下 3 つの観点から考察を進めていく。

（1） 組織上の課題：事業部制度の弊害

日本の素材企業は、過去、事業部（SBU：
Strategic Business Unit）制度を導入して材

た上で、事業戦略を新たに立案し、実行・運
営の基盤整備を行う必要がある（図 4 ）。材
料企業としては、材料販売型モデルと新しい
ソリューション型ビジネスモデルとの差異を
明確に意識した上で変革を推進していかない
と、過去の材料販売での成功体験が邪魔をし
て変革ができなくなることが危惧される。

外部環境の変化に対応して事業モデルの改
革を行う場合、注力すべき領域設定ならびに
儲け方（＝ビジネスモデル）の立案時におい
て苦戦しているケースと、戦略を立案できた
としても実行できないケースの 2 つの壁が存
在している。第 1 の壁「有望な事業領域が決
められない」背景としては、経営資源を成長
領域に集中することに対して、社内で保守的
な意見が多数出され、議論するものの結論が
出せずに、従来の延長にとどまるケースが挙
げられる。第 2 の壁「立案した戦略が機能し
ない」理由としては、ソリューション型ビジ
ネスモデルへの変革を行う際、自社内では経

図5　ソリューション型モデルへの変革において苦戦する要因
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ともに、新しいソリューション型のビジネス
モデルと組み合わせていくことが望ましい。

しかし事業部制を導入して、比較的長い期
間が経過している企業では、全社においてど
のような強みを保有しているかの全体像を把
握できなくなりつつある。この要因として
は、事業部制による分散管理体制、ならびに
人材面の 2 つの要因が挙げられる。

まず、同項（1）で述べたように事業部制
を採用している企業では、各事業部において
経営資源が個別に分散管理されている。この
ため、事業部内での強みや経営資源を把握で
きるが、全社として総合的に把握ができづら
くなっている点が挙げられる。

人材面の要因としては、全社の保有技術を
熟知し、事業の多角化を進めてきた一期生の
多くが定年を迎え、事業部制を導入した後に
キャリアを積んだ人材が経営層となっている
ことが挙げられる。この結果、全社の事業や
技術的な強みを俯瞰できる人材の育成が遅れ
ているケースが見受けられる。

このため、全社規模でのコア技術の融合よ
りも、事業部内での深掘り検討が推奨されや
すい土壌が形成され、タコ壺型の探索に固執
しやすくなる。

（3） 意思決定における課題：

 合議制・先例主義の弊害

通常、事業の縮小や撤退の判断は、雇用の
責任、顧客への供給責任などから意思決定が
行いづらい。事業部制を導入し、各事業を担
当する役員も含めて合議にて行われ、全会一
致にて決定されている企業の場合、各事業部
の長を兼ねている役員は、担当している事業
の縮小・撤退に対して反対するため、事業構

料別に事業を分け、材料別に事業戦略を立案
し販売することによって成功してきた。成長
局面において機能してきた事業部制である
が、外部環境が変化し新たな事業モデルの再
構築が求められる現在の局面において弊害が
発生している。特に、事業部間の組織の壁が
生じていることから、経営資源の再配分が行
いづらい欠点が見受けられる。

この理由として、既存の組織の枠組みでは
事業ドメインを狭く捉えがちであり、適切な
事業ドメインを設定できないことが挙げられ
る。具体的な課題として、ソリューション型
ビジネスを実施する場合には、既存事業部の
枠組みを超えて、複数商材を組み合わせて販
売するなどの事業の再定義を行う必要がある
が、事業部制度の組織の壁が邪魔をしてうま
く事業ドメインが決められない事例が見られ
る。

また、事業部制度の場合、短期的な収益が
求められる。このためソリューション型のビ
ジネスモデルにシフトしようとしても、①先
行投資が発生し事業化にまで時間がかかる場
合、②具体的な成果が正確に見積もれない場
合には、設備投資の経営判断ができず、事業
機会を失ってしまうケースも見受けられる。

（2） 過去の勝ちパターンとの齟齬：

 タコ壺型の探索固執の弊害

日本の素材企業では、過去、事業部におい
て保有している個別のコア技術を深掘りする
ことによって商品開発を進めてきた。しかし
連載第 3 回で述べたように、材料の差別化の
みでは新商品の開発は先細りとなることが危
惧される。今後、事業部を跨って自社の強み
を探索し、複数の材料の強みを掛け算すると
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発・生産を担当してくれる受け皿的な機能が
社内では見つけられずに頓挫するケースがあ
る（図 6 ）。特に、事業部制度の場合、短期
的に収益を獲得できる製品の開発が優先さ
れ、売上拡大まで時間がかかる新規製品の開
拓に対して協力を得にくい傾向がある。

今後、既存の事業部とは業務の進め方が大
きく異なるソリューション型の事業において
も、同様の課題が発生することが予想され
る。すなわち、既存の事業部では過去の慣性
から従来の「材料販売」を主体として事業展
開を行うため、新しいソリューション型のビ
ジネスモデルが頓挫してしまうことが危惧さ
れる。

（2） 仮説検証の修正サイクルが回せない

ソリューション型ビジネスモデル事業は、
従来の材料販売型モデル事業とマネジメント
のスタイルが異なる場合が多い。特に、技術
開発、製造、営業の役割分担が異なってく
る。ソリューション型ビジネスモデルでは、

造が硬直化しやすい傾向がある。
また、ソリューション型ビジネスモデルを

導入する際に先例が問われ、導入の意思決定
が遅れる場合も見られる。特に老舗企業で
は、確実に成功する見通しを示せる事業でな
いと経営層がGOサインを出さない傾向があ
り、不確実性の多いソリューション型のビジ
ネスモデルを導入する改革が進みづらい傾向
が見られる。

3	 立案した戦略が機能しない要因
中期計画などにおいて、新しい事業領域へ

の展開やビジネスモデル変革を提唱している
企業であっても、その後、新事業を実行する
際に苦戦している企業も多い。この要因とし
ては、以下のような課題が存在する。

（1） 新規事業の受け皿体制の不在

従来の材料販売型の事業において新しいマ
ーケティングを行う際、せっかく情報を収集
したにもかかわらず、それを受け取り、開

図6　新規事業の受け皿体制の不在
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を立ち上げた時点では、どの属性の顧客から
収益が得られるかが分かりづらいために、ま
ずは有望と思われる少数の顧客に対して事業
を実施し、業界について知見を高めた上で、
有望顧客を絞り込んでいくことが必要とな
る。

以上、領域設定・ビジネスモデルの立案な
らびに実行面の側面から、日本の素材企業に
おいてソリューション型のビジネスモデルを
導入していく際の課題について考察してき
た。第Ⅲ章では引き続き、ビジネスモデル導
入に向けての方策について提案していく。

Ⅲ	 素材企業のビジネスモデル変革に向けての提案

本章では、事業内容を材料販売型からソリ
ューション型へとシフトしていく際のビジネ
スモデル変革の進め方について提案する。変
革を成功させるためには、①経営トップが事
業領域を設定し、②仮説検証型で試行し修正
する体制を整備し、③持続的な成長に向けた
風土作りを実施していくこと、の 3 点が必要
である。

具体的には表 2 に示したように、ビジネス
モデルを加味した事業ドメインの設定やポー
トフォリオ管理、業績評価の見直し、ビジネ
スモデルを試行するためのプロジェクトチー
ムの組成や仮説検証型の事業開発に向けた組
織形態や機能の設定、ビジネスモデルを継続
的に推進するための人材育成、共通価値観の
醸成が必要となる。以下、方策の視点に沿っ
て、打ち手を提案していく。

1	 事業ドメインと戦略策定
従来、日本の素材企業の多くは、自社製品

連載第 3 回で述べたように仮説検証型が適し
ており、事業をスモールスタートし、不具合
が出てきたら改善するという仮説検証で事業
モデルを修正していくことが望ましい。しか
し、PDCAのサイクルによるモデルの修正が
行えないケースが見られる。

原因の一つとして、汎用材料を扱っている
企業では、一度決めた業務プロセスの変更に
対する抵抗感が存在することが挙げられる。
この傾向は、特に大規模なプロセス施設を保
有、運用している企業に見受けられる。背景
としてプロセス型産業では、決められたこと
を守り、事故発生の防止を重視する文化が、
組織の遺伝子として存在することがあると思
われる。このため顧客のニーズ変化によっ
て、ビジネスモデルを変化させていくことが
求められる場合においても、最初に立案した
計画に固執してしまう傾向が強く、改善のフ
ィードバックがかからないことが危惧され
る。

（3） 重点顧客の絞り込みができない

ソリューション型ビジネスモデル事業と材
料販売型事業との差としては、収益が得られ
る顧客が限定されるという点も挙げられる。
連載第 4 回で述べたように、IoTに代表される
デジタル化のインパクトにより、顧客の所有
する情報を入手、分析することが比較的容易
となっている。しかし、ソリューション型ビ
ジネスモデル事業は、従来の材料販売型と比
較して手間がかかるため、顧客数をやみくも
に拡大すると、収益の増加以上の割合でコス
トが増大するため、収益が得られなくなる危
険性がある。

ソリューション型ビジネスモデルは、事業
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ュポンの経営統合では、 2 つの企業が統合し
た後「素材科学」「特殊化学品」「農業関連」
の 3 つの事業に再分割すると発表された。従
来、デュポンは、競争力を有する製品を武器
として世界各地に事業展開する戦略を採用し
ていた。今回、デュポンがダウ・ケミカルと
統合する際に、従来の製品を機軸として展開
する戦略から、ビジネスモデルの差異を意識
して汎用製品と高機能製品に分けて事業を再
定義し、ソリューション型ビジネスモデルへ
のシフトを加速していくと思われる。

今回の組織のくくり方は、各事業体のビジ
ネスモデルの違いに着眼すると理解しやす
い。すなわち、「素材科学」はバルク・ファ
インモデルによる汎用材料中心の事業、「特

を中心として事業ドメインを定義していた。
本連載で述べてきたように、今後、素材企業
は製品の品質のみでは他社と差別化できなく
なりつつあり、顧客に提供する付加価値（＝
機能軸）による事業ドメインの再定義が求め
られる。ソリューション型ビジネスモデルへ
のシフトは、欧米企業が進んでいることか
ら、まず海外の化学企業の事業ドメイン選定
の方向性について概観した後に、日本の素材
企業の事業ドメイン再定義の方向性について
提案を行う。

（1） 海外大手化学企業の

 事業ドメイン変革における方向性

2015年末に発表されたダウ・ケミカルとデ

表2　ビジネスモデル変革に向けた6つの視点と処方箋

苦戦理由 方策の視点 従来の材料販売型モデルの状況 ソリューション型ビジネスモデル導入に
向けた打ち手

有望な事業
領域が決め
られない

事
業
領
域
と
戦
略
策
定

1．事業ドメイン設定
● 製品、業界・顧客、地域軸でのドメイン
設定

● 左記に加えて、機能軸（ビジネスモデル）
のドメイン設定も選択肢に追加

● 海外・国内に分けた将来構想の検討
● 既存と将来に向けて補強すべき強みの明
確化

● 有望顧客・エリアの段階的絞り込み

2．ポートフォリオ管
理と評価システム

● 技術、製品、顧客などで区切られた管理
単位の個別事業の収益性によるポート
フォリオ管理を実施

● 事業間で業績評価指標・方法がほぼ同じ

● ビジネスモデル単位に事業を組み直すか、
ビジネスモデル上の事業のつながりを意
識したポートフォリオ管理を実施

● 材料販売型とソリューション型モデル間
で評価指標・方法に差異

立案した戦
略が機能し
ない

試
行
検
証
体
制
の

整
備

3．仮説検証型の事業
開発の仕組み

● 事実積み上げ型の企画開発
● 仮説検証型の事業開発体制（MTPによる
機能連携の強化）

4．ソリューションモ
デルに適応した　
組織形態

● 製品軸中心（一部顧客軸）の固定的な組
織

● テンポラリーな横串組織（プロジェクト
チームなど）、成果を出したものから定常
組織化

持
続
的
な
成
長
に
向
け
た

風
土
作
り

5．希少人材としての
プロモーター育成

● 事業部内の生え抜き人材
● 材料業界の専門家の育成に注力

● 顧客や異業種の人材をバランスよく登用
● プロモーター（準経営）・マーケティング
人材（MTP）を育成

6．共通価値観の醸成
● 決まったことを確実に実行する内向的な
人材を評価

● ビジネスモデル型の事業文化が異なり、
共通価値感の重要性が増加

● 顧客起点で想像力のある外向的な人材を
評価
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ウ・デュポンの統合と再分割に見られるよう
な組織設計の工夫や、3Mに見られるような
仕組みは参考となる。

（2） 日本企業の事業ドメイン設定の方向性

日本の素材企業が今後とも持続的に成長し
ていくためには、成長が期待できる海外市場
における事業展開を積極的に進めることが必
要となる。前項で述べたような欧米の素材企
業の動向を考慮すると、日本の企業も製品戦
略（＝製品の差別化）のみではなく、材料＋
顧客業務の代替提案によって、顧客に対する
付加価値に主眼を置いた提案を進めることが
求められている。

日本の素材企業では、売上が 1 兆円を超え
る大規模企業から、規模は数百〜2000億円以
下と小規模であるが特殊なニッチ商材を有し
て高い利益を上げている企業まで、種々のタ
イプの企業があり、事業環境や強みによって
目指すべき事業ドメインは異なってくる。こ
こで汎用材料、スペシャリティ材料を問わ
ず、今後事業構想を立案する上で共通する考
慮すべき因子としては、①将来構想（＝ビジ
ョン）の保有、②コアとなる強みの明確化、
③ビジネスモデルの設定の 3 つが挙げられ
る。以下、この 3 つの視点から、日本の素材
企業が目指すべき事業ドメイン策定の方向性
について提案する。

①将来構想の保有：海外・国内に分けた将
来構想の検討

本連載では、従来の材料販売型のビジネス
モデルが限界に到達しつつあり、顧客課題に
対するソリューション型ビジネスモデルにシ
フトすることを提案してきた。しかし、すべ

殊化学品」はスペシャリティモデルによる高
機能材料事業、「農業関連」はソリューショ
ン型ビジネスモデルによる農薬・種苗など化
学の枠を超えた事業、と解釈できる。このよ
うに見ると、ダウ・ケミカルとデュポンが統
合シナジーを追求するに際して、ビジネスモ
デルごとの組織に分割して異なるマネジメン
トを展開することに主眼を置いた事業統合で
あるといえよう。

ソリューション型ビジネスモデルへの展開
に成功しているもう一つの事例としては、
3M（スリーエム）が挙げられる。3Mは自社
の複数の技術を組み合わせて競争力のある商
品開発に取り組み、顧客の業務に入り込んだ
サービスと材料をセットで販売することで材
料業界のイノベーターの地位を築き、高収益
事業を展開している。

3Mでは、テクノロジープラットフォー
ム、テクノロジーフォーラムと呼ばれる技術
の体系化と組み合わせを促進する仕組みや、
AIC（Automotive Innovation Center）のよ
うな顧客軸で、課題の早期察知と提案を促進
する仕組みを有している。さらにそれらが連
携して新しい事業が生み出され続けることを
促す社員への報奨や各種ルール、評価制度、
企業風土と一体となって運用されている。い
わば3Mにおいては、経営が主体となって各
事業がソリューション型ビジネスモデルを展
開しやすくするために、事業戦略と整合した
さまざまな仕掛けを導入することにより、ソ
リューション型ビジネスモデルへの変革に成
功している事例といえよう。

日本の材料企業においても、スペシャリテ
ィモデルやソリューション型モデルによる高
付加価値事業へのシフトを目指す場合、ダ
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か、それとも、連載第 2 回および第 3 回で述
べたように成熟化する市場の中でソリューシ
ョン型ビジネスモデルへとシフトしていくべ
きかを決める必要がある。ここでの論点とし
ては、従来の材料販売型事業として従来のポ
ジションを維持できるか、新たなソリューシ
ョン型ビジネスを構築することによって残存
者利益が確保できるかを、検証する必要があ
ろう。

前述のような将来構想の検討に際しては、
従来の事業部制の枠組みに固執することな
く、本社が中心となり、事業部横断での将来
構想を決定することを提案する。特に、ある
程度以上の規模を有する企業では、海外展開
に対する検討が不可欠となる。多くの素材企
業では、事業部ごとに海外展開を実施してい
る例が多く、事業部ごとに経営資源の重複が
存在するなど戦力が分散化する傾向が見られ
る。海外の事業構想を立案する際には、本社
も参画し、全社最適の視点からソリューショ
ン型ビジネスモデルによる海外展開戦略の立
案を行うことが望ましい。

②コアとなる強みの明確化：従来の強みと
将来補強すべき強みを明確に

ドメイン設定を行う際に、あらためて自社
の技術的な強みを明確にしておくことが必要
である。今後、ビジネスモデルの変革を行う
に際しても、日本の素材企業にとっては、や
はり差別化された材料技術を保有しておく重
要性は変わらない。

第Ⅱ章で述べたように事業部制の弊害とし
て、各事業部における強みが全社において共
有化されづらくなっている点が挙げられる。
海外企業では前述した3Mのようにこの弊害

ての事業について、短期間にソリューション
型ビジネスモデルへシフトすることは難し
い。実際には、有望事業から順次ソリューシ
ョン型にシフトし、あえて従来型のモデルを
維持し、収益を防衛する事業を決めることも
経営に求められている。

将来構想の立案に際して、グローバルに展
開を図る事業は、ソリューション型ビジネス
モデルを極力考慮した戦略検討が必要とな
る。なぜなら、前項で述べたように海外にお
いて競争相手となる海外素材企業は、単なる
材料販売型ではなくソリューション型ビジネ
スモデルを行っていることが挙げられる。た
とえば、日本のある素材企業では、日本の顧
客向けの商材において高いシェアを保有して
いたものの、海外展開では苦戦していた。理
由を調べてみると、競合となる欧州の素材企
業は、特定顧客業種の全工程に対応する品揃
えを幅広く保有しており、日本企業が単体商
品の差別化で訴求しようとしても、他商材＋
トータルサービスによって、参入障壁が構築
されていた事例がある。このように海外企業
と戦うためには、日本企業としてもソリューシ
ョン型ビジネスモデルで武装できる戦略を立
案する必要がある。

多くの日本の素材企業にとって、まずは、
海外市場において既に強みがあり販売できて
いる材料事業から、順次ソリューション型ビ
ジネスモデルにて展開することが望ましい。
すなわち、「強い材料」を武器として海外に
販路を獲得し、その後この販路を活用して部
材＋サービスの拡販を図ることが、日本の素
材企業の基本的な戦略となろう。

次に、国内市場の扱いについては、従来型
の材料販売型ビジネスモデルを踏襲するの
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開に成功した。富士フイルムの場合、複数の
技術分野横断による研究を進めることを目的
に、新規事業や新製品の基盤となるコア技術
を開発できる研究所の改革に取り組むことに
より成果を得ている。最近になって、他の材
料企業においても研究所を増強する動きが出
ている。

③ビジネスモデルの設定：有望顧客・エリ
アの段階的絞り込み

ソリューション型へビジネスモデルをシフ
トしていく際に、想定されるビジネスモデル
のタイプについては、第Ⅰ章にて概観した。
ここでは、ビジネスモデルを重点顧客・エリ
アに対してどのように適応させていくか、そ
の選定プロセスについて提案する。

ソリューション型のビジネスモデルを採用
する場合、対象とする領域（＝顧客×技術×
機能）の全体像を明確にした上で、まず参入
する分野を決め、段階的に拡大していくこと
が望ましい。この理由として、ソリューショ
ン型事業により収益が得られる顧客は、通
常、従来の材料販売顧客の数よりも限定され
ることが挙げられる。

日本の素材企業は、材料販売型モデルを中
心に展開しており、自社の保有技術で生産で
きる材料を幅広い顧客に販売する傾向が強か
った。しかしソリューション型モデルの場
合、必要以上に顧客数を拡大すると、ロング
テール（＝収益規模が小さい）顧客が増加
し、収益性が悪化してしまう。このため顧客
の絞り込みを十分に進めることが、ソリュー
ション型ビジネスモデルにて収益を獲得する
上で重要となる。新規にソリューション型の
事業に参入する場合、どの顧客およびエリア

を打破するための仕組みを構築している。
3Mでは全社のコアとなる技術の棚卸しを行
い、体系化するとともに、新事業の立ち上げ
を行う際にこれらの基盤となるコア技術の複
数活用を義務付けるなど、コア技術の活用を
重視している。

強みとなる技術が各事業部にて分散してお
り、すぐに技術の体系化を図ることが難しい
企業の場合には、まずは人的なつながりによ
って全社的な技術理解の促進を図ることが一
つの解決の方策となろう。たとえば、ある日
本の部品企業においては、強みとなる技術を
設定し、この技術を保有している人材を全社
で認定し、この中核人材が中心となって部門
横断的に技術スキルを高めていく制度（＝テ
クノロジーユニット制度）を導入し、製品開
発に成功している。この企業では、この制度
を用いて技術人材の可視化にも成功してお
り、新しい事業の立ち上げを図る際、必要な
開発人員の選抜に関しても成果を挙げてい
る。

現在の強みの源泉（＝コアコンピタンス）
を全社で共有化することに加えて、将来、新
たに獲得する技術を明確にすることも重要で
ある。ここで将来必要となる技術は、今後、
注力しようとする顧客・業界のニーズによっ
て左右される。 2 節で後述するように、マー
ケッターによる顧客ニーズの探索結果と、技
術陣による技術開発の方向性を併せて議論し
た上で、将来注力すべき開発領域を定義して
いくことが重要となる。

たとえば、富士フイルムが化粧品事業に展
開した事例では、写真フイルムで扱っていた
ゼラチン、つまりコラーゲンや抗酸化技術な
どをベースとして、化粧品事業への新分野展
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全体の売上、利益で評価することも考えられ
る。この方策の詳細については、筆者論文

（2014年 4 月号「事業ポートフォリオの最適
化に向けて」）を参照いただければ幸いであ
る。

業績評価に際しても、材料販売型モデルの
場合は、すべての事業を横並びにして経営管
理を行い、評価を実施することが多かった。
一方、先端的な企業では、顧客業界（たとえ
ば、社会インフラ向け、電子部品向け、日用
品向けなど）の差異、すなわちライフサイク
ルの違いによって事業を区分し、経営管理と
業績評価を実施している。また、ソリューシ
ョン型ビジネスモデルの導入に伴い、ビジネ
スモデル構築の準備期間、ならびに新たな投
資が必要となってくることから、ソリューシ
ョン型ビジネスモデルは、材料販売型モデル
より、高収益化が求められる。このように性
質の異なる複数の事業に対し、本社が求めて
いる要求を明らかにし、事業の分類を行い、
その単位で経営管理ならびに業績評価を実施
する必要がある。

この結果、従来型の材料販売型モデル事業
は、KPI（重要業績評価指標）を主に同一の
財務系の指標で管理すればよかったが、ソリ
ューション型ビジネスモデル事業の場合、顧
客との関係構築や業務代替の準備期間に時間
がかかる。そのため、その進捗状況で管理す
るなど、非財務系指標などを追加・変更する
必要が出てくる。このKPIについては、後述
する 3 節 2 項「共通価値観の醸成」とも関連
づけて設計することが望ましい。

2	 試行検証体制の整備
事業開発を促進するためには、まず自社内

であれば収益が得られるかを試行的に検証す
る方策が有効である。試行を行う際には、何
を検証するか、また検証結果を踏まえて撤退
する基準をあらかじめ明確に設定しておくこ
とが必要である。日本の企業では、参入前は
高いハードルを設けてフィジビリティスタデ
ィー（実行可能性調査）を行うものの、参入
後、撤退の基準については基準を設けられて
いないケースが多いので留意が必要である。

（3） ポートフォリオ管理と評価システム

ソリューション型ビジネスモデルの導入に
際して、今後、付加価値を出せる事業に対し
て経営資源をシフトしていく必要があり、同
時に、既存事業のスクラップ＆ビルドを進め
ていくことが必要となる。多くの日本企業で
は、既存事業部制の枠の中での商品ポートフ
ォリオ管理に苦戦している。事業部の枠を超
えて、全社で飛躍できる戦略を立案した上
で、最適なポートフォリオを設定する必要が
ある。

従来、全社のポートフォリオを設定する際
に、「収益性（売上高営業利益率、投下資本
利益率、NPV＜Net Present Value：正味現
在価値＞など）」や「市場シェア（順位）」と
いった指標を用いてきた。先進的な企業で
は、これらに加え「安定性（製品ライフサイ
クル、市場のボラティリティ、技術イノベー
ションなど）」を加味している。

しかし、ビジネスモデルの変革を考慮に入
れると、収益性や安定性だけなく、ビジネス
モデル上、必要な事業・製品であるかどうか
の新たな判断が必要となる。また、事業によ
っては、ポートフォリオそのものを事業・製
品別で評価するのではなく、ビジネスモデル
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存・潜在顧客に対する検証活動を通じてその
具体性と確度を高める方法である。この手法
の特徴は、「事業戦略の仮説」を早い段階で
検討することにある。この検討の際に、社内
外の技術動向の把握と、国内外問わない顧客
動向の把握を行った上で、①自社の顧客は誰
か、②どのような商品・サービスを提供する
か、③顧客の付加価値は何か、④競合企業に
対してどのように参入障壁を作るか、といっ
た仮説を構築する。つまり、勝つため・儲か
るための「あるべき事業像」を構想段階で深
く考えた上で開発活動に着手するため、事業
化の成功確率を向上させられる。また、「情
報収集→仮説構築→仮説検証」を段階的に繰
り返すことで、検討工数の膨張を防ぐととも
に、比較的短時間で戦略をブラッシュアップ
することも可能となる（図 7 ）。

仮説検証型の事業開発を推進するに際して
MTPの機能、すなわちマーケッター（M）、

の異なる事業部に散在するコア技術を融合し
ていくことが有望である。このために、本章
1 節 2 項で提案したようにコア技術の棚卸し
を行うとともに、複数のコア技術を融合し、
新しいビジネスモデルと組み合わせ事業開発
を進めるプロセスが必要となる。本節では仮
説を立案し、試行的検証をしていく方法論と
して、MTPという事業開発のフレームを提
案した上で、事業開発の推進方策に対する提
案を行う。

（1） 仮説検証型の事業開発の仕組み

①MTPによる組織的な事業開発
野村総合研究所（NRI）では、MTP（M：

マーケッター、T：技術トランススレーター、
P：プロモーター）という 3 つの機能を組織
的にマネジメントすることによって、新規事
業を育成するという方法論を提唱している。
まず事業戦略の仮説を先行して立案し、既

図7　MTPの概念
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きない問題が多いことから、社長直属で本社
が主導となったMTPの機能を独立して保有
し、活動を推進していく仕組みを導入するこ
とを提案する。

③仮説検証型の意思決定の導入
第Ⅱ章で述べたように、日本の素材企業で

は仮説検証型の意思決定を行いづらい点が課
題となっている。従来、日本の素材企業は、
外部環境の変化が緩やかな領域に位置してい
た。動きの激しい電子材料においても、従
来、高いシェアを有していた日系のセットメ
ーカーの開発段階から協業することによっ
て、製品開発ロードマップの開示を受けて研
究開発を進めることができた。このため、あ
る程度確度の高い、外部環境の前提に基づい
た商品開発計画を立案し、この計画に対して
PDCAを進めることが可能であった。

しかし、日系セットメーカーが敗退し、製
品のライフサイクルが短命化するなど外部環
境が激変している中で、前提条件そのものの
不確実性が増大し、従来の開発体制の研究開
発効率が低下している。さらに、今後、ソリ
ューション型のビジネスモデルにシフトして
いくためには、外部環境が当初の想定通りな
のか、それとも想定を超えて変化しているの
かを定期的に確認する必要がある。すなわ
ち、戦略を立案する際の前提条件（顧客ニー
ズ、競合環境の状況）がそもそも正しかった
かについて検証するために、従来と異なる検
証ループが求められている。素材企業ではこ
の検証ループを採用している企業はまだ少な
い。参考となる事例として、川下のセンサ
ー・システム業界に属するキーエンスでは、
本社直属のCS（顧客満足度）調査部隊を有

技術トランスレーター（T）、プロモーター
（P）の役割・権限・業務を明確化して、組
織的に連携させることが有効であると考えて
いる。日本の企業では過去の事業開発の成功
は、主として中興の祖的な人材の個人スキル
に依存しているケースが多い。MTP手法で 
は、事業開発を個人の力量のみに依存するの
ではなく複数人でMTPの機能を分担するこ
とで、組織的に新事業開発の成功確率を高め
ていくことを目指している。

②新規開発と既存事業部門との分離
日本の素材企業においては、事業ドメイン

を決めたが、実行面で苦戦する企業も多く見
受けられる。この理由の一つとしては、第Ⅱ
章で述べたように既存の組織と新規事業で求
められる機能のミスマッチが挙げられる。た
とえば、多くの素材企業においては材料販売
が中心となっており、安定的に発注してくれ
る既存顧客を優先しやすい。一方、新しいサ
ービス型のビジネスモデルを行う場合、既存
の顧客が必ずしも将来の重点顧客とはならな
いケースも多い。このため、既存の営業部門
が重視する既存顧客と、新事業にて注力しよ
うとする新規顧客との間にズレが生じるケー
スが発生し、部門間での軋轢が発生しやすい
傾向がある。これらの課題を打破していく方
策としては、以下の 2 点が重要となる。

•	既存と新規分野によって対象人材を分け
る

•	注力すべき分野を明確にした上で、「技
術」「製造」「販売」の役割を明確にして
おく

ソリューション型のビジネスモデルを育成
していくためには、既存の事業部では解決で
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今後、ソリューション型ビジネスは、研究
所の中だけではなく、新しい組織を子会社と
して立ち上げ、軌道に乗った段階で本体に取
り込むことが考えられる。たとえば、ソニー
が単品売りとはビジネスモデルが異なるゲー
ム機＋ソフトのビジネスを始めた際、ソニー
とソニー・ミュージックエンタテインメント
と合弁で旧ソニー・コンピュータエンタテイ
メントを作り、軌道に乗った後、ソニーが完
全子会社化している。今後、新しいビジネス
モデルを採用する中で、子会社の活用も重要
な論点となろう。

3	 持続的な成長に向けた風土作り
ソリューション型のビジネスモデルについ

て、 1 節ならびに 2 節の施策を行った上で、
有望な事業ドメインならびに、業務プロセス
を設定した後、このビジネスモデルを拡大し
ていく上で、プロモーター人材の育成と文化
風土の改革が必要となる。

（1） 希少人材としてのプロモーター育成

今後、事業構造の変革、すなわち従来型の
材料販売により収益を得る事業モデルに加え
て、ソリューション型のビジネスモデルを上
乗せし推進していく際に、まず鍵となるの
は、自社が競争優位に立てる「コア技術の活
用」と、前述した「希少人材（＝MTPのプ
ロモーターを担当する人材）」の活用にあ
る。この 2 つの経営資源については、全社に
おいて可視化できるようにしておき、優先順
位をつけて活用していく必要がある。

さらに、人材育成をどのように進めていく
かも今後の課題となろう。現状の日本の素材
企業では、事業部制が普及する中で、全社的

し、事業部とは別に、自社製品に対する不満
点や他社製品に対する不満点を吸い上げる活
動を行い、商品の見直しを本社主導で行うこ
とにより極めて高い利益率の獲得に成功して
いる。

材料販売型ビジネスを事業の中心としてい
る企業が、ソリューション型事業に新たに展
開する場合、事業開発活動を進めながら、前
提ならびに戦略を修正していくことが必要と
なる。小さく実行しながら修正をかけ、効果
の検証ができたビジネスモデルを本格的な事
業展開に進めていく上で、前述のMTPとい
う枠組みの中で、プロモーターの役割の重要
性が高まっている。新規事業の立ち上げにお
いて、見直しの時期、判断すべき事項を明確
にするとともに、GO・STOPならびに方向
修正の判断ができるプロモーター人材の機能
が重要となろう。プロモーター人材の育成に
ついては 3 節（1）項において後述する。

（2） ソリューション型ビジネスモデルに

 適応した組織形態

第Ⅱ章で述べたように、事業立ち上げに苦
戦する理由として、マーケティングで得た顧
客のニーズ情報と自社の保有している技術・
体制が有機的に結びつけられないことが挙げ
られる。今後成長する領域は、従来の基準で
分類された既存業界の周辺部分となることが
多く、かつ、ソリューション型の事業の場合
は、従来展開していたバリューチェーンより
川下の顧客業務の中に存在している。これら
の「業際融合」「顧客業務のバリューアッ
プ」をキーワードとして、本社主導でのマー
ケティング活動を実施した後の事業の受け皿
を作ることが必要となる。
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共通価値観・行動規範としてよく取り上げ
られる事例としては、GEのGrowth Values
がある。Growth Valuesは「社員へ期待する
行動であり文化」を指し、「外部志向」「明確
で分かりやすい思考」「想像力」「包容力」

「専門性」の 5 項目から構成され、人事評価
の際、「業績」と「グロースバリューがどの
程度発揮できたか」という 2 点で評価され
る。これにより、事業や国が異なっても共通
価値観が社内に行き渡っており、事業、国を
跨った仕事を可能にしている。

日本企業でも近年、共通価値観・行動規範を
大事にし、JTなどで、その浸透に力を入れてい
る。さらに素材企業では、三菱ケミカルHDの
KAITEKI経 営、BASFのWe create Chemis-
tryのように、ビジネスモデル重視のスロー
ガンを示し、共通の価値観として推し進める
企業が出てきている。

また、経営層の人材や意識を変えるため
に、人事制度も見直す必要がある。従来、日
本企業では、決められた業務を一生懸命行う
内向的な人材が評価されてきた。しかし、こ
の副作用として外部環境の変化に対応でき
ず、企業の変革も進まず、従来型の経営が繰
り返され、大手電機企業に代表されるように

「気がつくと企業が傾く」といった逼迫した
事態に陥っている。これからは、顧客に向き
合い、そのために企業の変革を厭わない外向
的な人材が評価される必要がある。

たとえばGEはさらに進み、共通価値であ
るGE Growth ValuesをGE Beliefsに 変 え て
いる。GEでは、①Customers determine our 
success（お客さまに選ばれる存在であり続
ける）、②Stay lean to go fast（より速く、
だからシンプルに）、③Learn and adapt to 

な経営視点を得る機会が不足している。今
後、全社的な視点で経営できる人材を育成す
る意味で、本社企画の業務を経験するととも
に、異なる事業の企画を経験させることが重
要である。しかし、すべての人材に対して機
会付与することが難しいことから、人材の段
階的な選抜と、この運用の仕組み構築を図っ
ていくことが必要であろう。将来の経営人材
候補として、企画のできる人材を選抜する仕
組みを有している企業の例としては、GE（ゼ
ネラルエレクトリック）、シーメンスなど外
資系、ならびに日系としてはHOYAなどが
挙げられる。

また、プロモーター人材には、戦略を立案
するだけではなく、組織にソリューション型
の改革の思想を伝達することが求められてい
る。以下で記述する（2）項「共通価値観の
醸成」との連動が必要となる。

（2） 共通価値観の醸成

今後、多くの素材企業において、従来の材
料販売型からソリューション型ビジネスモデ
ルへとシフトすることになる。素材企業にと
っては、既存の定められたプロセスを維持し
ていくという保守的な文化風土から、顧客の
ニーズ変化に応じてビジネスモデルを変換し
ていく顧客起点で考えていく文化風土がより
強く求められている。さらに、ビジネスモデ
ルは、C（顧客）×T（技術）×F（機能）で
定義することになるが、F（機能）はいろい
ろな種類があり、ビジネスモデルも多様化す
ることが予想される。このような種々の異な
るビジネスモデルをマネジメントしていく上
で、日本企業として大切にする共通価値観を
明確にしていくことが重要になっている。
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win（試すことで学び、勝利につなげる）、
④Empower and inspire each other（信頼し
て任せ、互いに高め合う）、⑤Deliver re-
sults in an uncertain world（どんな環境で
も、勝ちにこだわる）の 5 点を重視してい
る。価値観の中でも、「変革」に対する対応
を説いておりビジネスモデルの変革に対応で
きる経営層の重要性を強く意識している。

共通価値観は、それ自体が事業横断、地
域・国横断の横串となる。それとともに、価
値観そのものに「創造性」「変革」などが入
っていると、事業からビジネスモデルへの対
応もスムーズに進められる。日本の企業に
も、すばらしい社是、企業理念といったもの
を有している企業が多数あり、神棚に上げて
放置しておくのは非常にもったいないことで
ある。今後、日本企業がグローバル化を推進
していく上で、グローバルの社員にも無理な
く理解でき、かつ対応できるように、ブラッ
シュアップし、国内・国外の社員の共通価値
観を保有することによって、ビジネスモデル
の変革を行いやすい土壌作りに寄与すると期
待される。

以上、 5 回にわたって不確実な時代に突入

した素材産業に対する提言を述べてきた。本
提案が、素材産業さらには日本の製造業の活
性化に寄与すれば幸いである。
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